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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第51期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第50期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (百万円) 19,891 106,526

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △750 291

四半期(当期)
純損失(△)

(百万円) △1,082 △3,470

純資産額 (百万円) 35,913 36,628

総資産額 (百万円) 83,204 96,702

１株当たり純資産額 (円) 1,474.811,501.58

１株当たり四半期
(当期)純損失(△)

(円) △44.46 △142.53

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ―

自己資本比率 (％) 43.2 37.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △294 4,818

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △272 △2,458

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 213 △1,779

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 4,038 4,404

従業員数 (名) 2,128 2,328

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は、就業人員数を表示しております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり潜在株

式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間における、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容の重要な変更は以下のとおりです。

ホームセンター事業

（1）事業内容の重要な変更（事業区分の変更）

従来、ホームセンター事業を行っておりました株式会社ホームセンターサンコー（連結子会社）の

株式を譲渡したことにより同事業から撤退いたしました。

（2）主要な関係会社の異動

ホームセンター事業を行っておりました株式会社ホームセンターサンコー（連結子会社）の株式を

平成20年６月２日にダイキ㈱に譲渡したことにより関係会社に該当しなくなりました。

　

３ 【関係会社の状況】

当第1四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。

（1）除外

ホームセンター事業を行っておりました株式会社ホームセンターサンコー（連結子会社）の株式を

平成20年６月２日にダイキ㈱に譲渡したことにより関係会社から除外をしております。

（2）新規

主に、カー用品の販売事業を行っている株式会社ギャラックを平成20年４月30日に買収したため関

係会社（連結子会社）といたしました。

名称 住所
資本金　（百
万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）

株式会社ギャラック 愛知県半田市 10 カー用品等販売 100.0
カー用品の卸売　　　　　店舗

用建物の賃貸

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 2,128（662）

(注) １　従業員数は、当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む

就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算）でありま

す。

３　臨時従業員には、パートタイマー、アルバイト及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 322（104）

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算）であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー、アルバイト及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注状況

該当事項はありません。

　

(3) 販売実績

販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

なお、以下の表の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

事業の種類別セグメント

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

金額(百万円)

カー用品等販売事業 19,395

賃貸不動産事業 495

合計 19,891

　

(注)　１　部門別売上高は次のとおりであります。

部門別

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

金額
(百万円)

構成比
(％)

卸売部門 10,43252.4

小売部門 8,949 45.0

その他 509 2.6

合計 19,891100.0

(注)　賃貸不動産収入は「その他」に含まれております。
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２　品目別売上高は次のとおりであります。

品目別

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

金額
(百万円)

構成比
(％)

タイヤ・ホイール 4,293 21.6

オーディオ・ビジュアル 6,156 31.0

洗車・オイル・ケミカル 2,335 11.7

機能用品 2,620 13.2

車内・車外用品 1,590 8.0

その他 2,895 14.5

合計 19,891100.0

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1)経営成績の分析

当第１四半期における我が国の経済は、サブプライムローン問題を背景とする米国景気の失速や原油

価格の高騰、原材料価格の値上げ等が企業収益を圧迫、設備投資も横ばいになるなど、景気は減速感を強

めてまいりました。個人消費においても生活関連用品の相次ぐ値上げにより、減速感が一段と顕著になっ

てまいりました。

　当業界におきましても、ガソリン価格高騰により、自動車の使用頻度が減少傾向となり、消費者の自動車

関連用品への購買意欲が低下するなど、依然として厳しい経営環境が続きました。　このような状況の中、

当社グループは、カー用品販売の拡大に繋げるべく、車検事業、車両販売・買取事業等、サービス部門の強

化に注力してまいりました。

当第１四半期の売上高は、連結子会社でありましたホームセンターサンコーの売却、店舗譲渡等によ

り、前年同期比48億75百万円（19.7％）減少し、198億91百万円となりました。

　売上総利益につきましては、上記売上高の減少要因に加え、ナビゲーション等の競合店対策により、前年

同期比17億65百万円（24.4％）減少し、54億76百万円となりました。

 販売費及び一般管理費につきましては、前年同期比13億20百万円（17.1％）の減少となりました。

　その結果、営業損失は９億34百万円で前年同期比４億44百万円の減益、経常損失は７億50百万円で前年

同期比５億60百万円の減益となりました。

　また、四半期純損失につきましては、10億82百万円となりました。

売上高の部門別内訳につきましては、卸売部門は104億32百万円で前年同期比２億７百万円（2.0％）

の増収、小売部門は89億49百万円で前年同期比51億１百万円（36.3％）の減収となりました。
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当第１四半期の事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（カー用品等販売事業）

当第１四半期の出退店の状況につきましては、国内では平成20年４月に上田店（長野県）、６月に箕面

店（大阪府）の２店舗を閉店いたしました。

　また、海外では、平成20年５月に台北土城店（台湾）を開店する一方、平成20年５月に北京朝陽路店（中

国）、北京学院路店（中国）の２店舗を閉店いたしました。

　その結果、当第１四半期末の国内店舗数は直営店154店舗、グループ店336店舗の計490店舗となりまし

た。また、当第１四半期末の海外店舗数は18店舗であり、国内・海外を合わせた総店舗数は508店舗となり

ました。

　当第１四半期におけるカー用品等販売事業の売上高は193億95百万円で前年同期比14億49百万円

（7.0％）の減収となりました。営業損失につきましては10億85百万円で前年同期比5億16百万円の減益

となりました。

（賃貸不動産事業）

当第１四半期の賃貸不動産事業の売上高は、４億95百万円で前年同期比17百万円（3.7％）の増収とな

りました。営業利益につきましては、１億51百万円で前年同期比82百万円の増益となりました。

　

(2)財政状態の分析

①資産

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、278億37百万円（前連結会計年度末351億54

百万円）となり、73億17百万円減少いたしました。これは主に未収入金が24億65百万円減少したこと、株

式譲渡により株式会社ホームセンターサンコーが連結子会社から外れ32億73百万円減少したことにより

ます。また、この株式譲渡の影響等により固定資産の残高が61億81百万円減少し、結果553億66百万円（前

連結会計年度末615億48百万円）となりました。

　

②負債

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、278億63百万円（前連結会計年度末380億54

百万円）となり、101億90百万円減少いたしました。これは主に、買掛金が42億30百万円減少したこと及び

資産に関する情報同様、株式譲渡により株式会社ホームセンターサンコーが連結子会社から外れ流動負

債の残高が59億53百万円減少したことによります。また、この株式譲渡等の影響により固定負債の残高が

26億48百万円減少し、結果負債残高は472億90百万円（前連結会計年度末600億74百万円）となりました。

　

③純資産

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、359億13百万円（前連結会計年度末366億28百

万円）となり、７億15百万円減少いたしました。これは主に四半期純損失を10億82百万円計上したことに

よります。これらの結果、自己資本比率が5.4ポイント上昇し43.2％となりました。
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(3)キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、当第１四半期連結

会計期間末には40億38百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における営業活動による資金の支出は、２億94百万円となりました。これは

主に、たな卸資産の減少による収入が８億44百万円、減価償却費４億93百万円、賞与引当金の増減額３億

52百万円をそれぞれ計上したにもかかわらず、税金等調整前四半期純損失を８億35百万円計上し、法人税

等を10億48百万円支払ったことによります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における投資活動による資金の支出は、２億72百万円となりました。これは

主に、貸付金の回収による収入17億67百万円を計上しましたが、連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却

支出４億87百万円、及び取得支出を２億26百万円計上し、貸付金の貸付けによる支出７億68百万円、無形

固定資産の取得による支出６億1百万円を行ったことによります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における財務活動による資金の収入は、２億13百万円となりました。これは

主に、短期借入金の純増額４億24百万円、長期借入金の返済による支出が２億95百万円計あったことによ

ります。

　

（4）事業上および財務上の対処すべき課題

　　　 当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

　　 な変更及び新たに生じた課題はありません。

 

（5）研究開発活動

　　　 該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(1)提出会社

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2)国内子会社

当第１四半期連結会計期間において、株式会社ホームセンターサンコーが連結の範囲から除外となっ

たため、株式会社ホームセンターサンコーが所有していた設備が除外となっております。

　除外となった主な設備はつぎのとおりであります。

平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

（人）建物
及び構築物

土地 その他 合計面積㎡

株式会社
ホームセンター
サンコー

本山店
(熊本県熊本市)

ホームセン
ター事業

店舗設備 464 1,107 3,867 6 1,578

     28　　

　　　　

　 （30）

株式会社
ホームセンター
サンコー

北部店
(熊本県熊本市)

ホームセン
ター事業

店舗設備 238 182 3,153 2 424

     16　　

　　   

（18）

株式会社
ホームセンター
サンコー

ペット＆グリーン
本山店
(熊本県熊本市)

ホームセン
ター事業

店舗設備 274 368 3,022 3 646

     14　　

　　   

（18）

株式会社
ホームセンター
サンコー

東バイパス店
(熊本県熊本市)

ホームセン
ター事業

店舗設備 282 170 4,421 4 456

     15　　

　　   

（29）

株式会社
ホームセンター
サンコー

サンロードシティ
店
(熊本県球磨郡)

ホームセン
ター事業

店舗設備 454 ─
(17,263)
17,263

2 456

     12　　

　　   

（26）

(注) １　面積のうち(　)は賃貸物件を内数で示しております。

２　金額は平成20年３月時点の帳簿価額であります。

３　従業員数には臨時従業員数を含んでおらず、従業員数欄の（　）書は臨時従業員数の員数（外数）であります。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

(新設)

会 社
名

事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

　　  投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出
会社

イエローハット
山口店
(山口県山口市)

カー用品等
販売事業

店舗設備 149
 

─
借入金及び
自己資金

平成20年
７月

平成20年
10月

建替のた
め能力の
増加は殆
どなし

提出
会社

イエローハット
店舗

カー用品等
販売事業

情報システ
ム

719 0 リース
平成20年
4月

平成21年
2月 ―

 

　

（除却等）

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 53,033,745

計 53,033,745

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,961,57324,961,573
東京証券取引所
市場第一部

―

計 24,961,57324,961,573― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年６月30日 ─ 24,961,573 ─ 15,072 ─ 9,075
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(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、当社取締役である鍵山秀三郎から平成20年６月３日付で関東財務局長

に提出された変更報告書により、平成20年５月27日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けてお

り、実質所有状況を確認したところ、鍵山秀三郎の株式数の減少、有限会社幸栄企画が大株主になったこと

が判明いたしました。

なお、その変更報告書の内容は以下の通りであります。

　

氏名又は名称 住所
所有株式数　　　　
（千株）

発行済株式　　　総
数に対する　　所
有株式数　　　の割
合（％）

有限会社幸栄企画 東京都目黒区青葉台２―19―10 3,100 12.41

鍵山　秀三郎 東京都目黒区 1,166 4.67

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年3月31日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）　　　　　
　　　　　　　　　　普通株式　　　
588,800　（相互保有株
式）　　　　　　　　普通株式
       79,400

―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 24,263,700 242,637 同上

単元未満株式 普通株式 　　29,673 ― 同上

発行済株式総数 24,961,573 ― ―

総株主の議決権 ― 242,637 ―

（注）上記「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が

それぞれ1,100株（議決権11個）及び55株含まれております。
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② 【自己株式等】

平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）　　　　　株式
会社イエローハット

目黒区青葉台　　　　　　　
2-19-10

588,800 ― 588,800 2.36

（相互保有株式）　　　　　株式
会社ホットマン

仙台市太白区西多賀　　　　　　
4-4-17

79,400 ― 79,400 0.32

計 ― 668,200 ― 668,200 2.68

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月

最高(円) 584 561 550

最低(円) 501 500 495

（注）東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までに役員の異動はありません。

また、平成20年６月28日付で監査役田中邦彦は非常勤監査役から常勤監査役に就任いたしました。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）

附則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)の四半期連結財務諸表について、監査法人保森会計事務所により四半期レ

ビューを受けております。

　

EDINET提出書類

株式会社イエローハット(E02735)

四半期報告書

12/28



1【四半期連結財務諸表】
（1）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,098 4,533

受取手形及び売掛金 11,301 12,819

たな卸資産 ※１
 9,376

※１
 12,350

その他 4,571 6,860

貸倒引当金 △1,511 △1,409

流動資産合計 27,837 35,154

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 30,633 ※３
 35,942

減価償却累計額 △16,006 △18,514

建物及び構築物（純額） 14,626 17,428

土地 17,644 ※３
 20,175

その他 2,167 2,516

減価償却累計額 △1,129 △1,403

その他（純額） 1,037 1,112

有形固定資産合計 33,308 38,716

無形固定資産

ソフトウエア 2,412 2,029

のれん 10 －

その他 116 168

無形固定資産合計 2,539 2,197

投資その他の資産

投資有価証券 2,363 2,160

敷金 10,995 ※３
 12,226

その他 6,183 6,287

貸倒引当金 △23 △40

投資その他の資産合計 19,518 20,634

固定資産合計 55,366 61,548

資産合計 83,204 96,702

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,035 9,848

短期借入金 18,857 ※３
 22,447

未払法人税等 222 757

賞与引当金 976 645

ポイント引当金 187 179

その他 2,584 4,174

流動負債合計 27,863 38,054

固定負債

社債 2,000 2,520

長期借入金 10,601 ※３
 12,257

退職給付引当金 2,123 2,515

負ののれん 11 －

その他 4,691 4,727

固定負債合計 19,427 22,020

負債合計 47,290 60,074
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 15,072 15,072

資本剰余金 9,928 9,928

利益剰余金 12,860 13,677

自己株式 △613 △613

株主資本合計 37,247 38,064

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 494 327

繰延ヘッジ損益 9 6

土地再評価差額金 △1,883 △1,883

為替換算調整勘定 44 50

評価・換算差額等合計 △1,334 △1,499

少数株主持分 － 63

純資産合計 35,913 36,628

負債純資産合計 83,204 96,702
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（2）【四半期連結損益計算書】
　　【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年6月30日)

売上高 19,891

売上原価 14,414

売上総利益 5,476

販売費及び一般管理費 ※１
 6,411

営業損失（△） △934

営業外収益

受取利息 58

グループ店店舗等賃貸収入 206

受取手数料 114

その他 84

営業外収益合計 463

営業外費用

支払利息 100

グループ店店舗等賃貸原価 103

持分法による投資損失 65

その他 10

営業外費用合計 279

経常損失（△） △750

特別利益

固定資産売却益 49

貸倒引当金戻入額 2

その他 2

特別利益合計 54

特別損失

固定資産除却損 2

投資有価証券評価損 18

たな卸資産評価損 118

特別損失合計 139

税金等調整前四半期純損失（△） △835

法人税、住民税及び事業税 130

法人税等調整額 117

法人税等合計 247

四半期純損失（△） △1,082
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △835

減価償却費 493

のれん償却額 0

たな卸資産評価損 118

貸倒引当金の増減額（△は減少） 86

ポイント引当金の増減額（△は減少） 48

賞与引当金の増減額（△は減少） 352

退職給付引当金の増減額（△は減少） 62

受取利息及び受取配当金 △80

支払利息 100

投資有価証券評価損益（△は益） 18

持分法による投資損益（△は益） 65

固定資産売却損益（△は益） 49

固定資産除却損 2

売上債権の増減額（△は増加） 1,302

仕入債務の増減額（△は減少） △1,313

たな卸資産の増減額（△は増加） 844

その他の資産・負債の増減額 △601

小計 715

利息及び配当金の受取額 67

利息の支払額 △28

法人税等の支払額 △1,048

営業活動によるキャッシュ・フロー △294

投資活動によるキャッシュ・フロー

関係会社株式の取得による支出 △99

関係会社株式の売却による収入 39

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

△226

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

△487

有形固定資産の取得による支出 △153

有形固定資産の売却による収入 77

貸付けによる支出 △768

貸付金の回収による収入 1,767

敷金及び保証金の差入による支出 △232

敷金及び保証金の回収による収入 242

無形固定資産の取得による支出 △601

投資その他の資産の増減額（△は増加） 171

投資活動によるキャッシュ・フロー △272
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（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年6月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 424

長期借入金の返済による支出 △295

長期借入れによる収入 100

自己株式の取得による支出 0

自己株式の売却による収入 4

配当金の支払額 △20

財務活動によるキャッシュ・フロー 213

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △353

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △12

現金及び現金同等物の期首残高 4,404

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,038
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

（1）連結の範囲の変更

㈱ギャラックの株式を平成20年４月30日に全株取得したことにより、当第１四半期連結会計期間よ

り㈱ギャラックを連結の範囲に含めております。

　なお、連結子会社であった㈱イエローハットセールスは、平成19年９月30日に解散を行ない、清算手続

きを行なっており、純資産、売上高、四半期純損益及び利益剰余金等はいずれも四半期連結財務諸表に

及ぼす影響は軽微となったため、当第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

　また、連結子会社であった㈱ホームセンターサンコーは、当社保有の全株式を平成20年６月２日(譲渡

契約日 平成20年３月28日)にダイキ㈱に譲渡したことにより当第１四半期連結会計期間より連結の範

囲から除外しております。 

（2）変更後の連結子会社の数

５社

 

２　持分法の適用に関する事項の変更

（1）持分法適用関連会社の変更

持分法適用関連会社であった㈱東京モバイルネットワークは、当社保有の全株式を平成20年５月14

日に譲渡したことにより当第１四半期連結会計期間より持分法の適用から除外しております。

（2）変更後の持分法適用関連会社の数

３社

 

３　会計方針の変更

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

通常の販売目的で保有するたな卸資産のうち、従来、卸売部門については主として総平均法による原

価法、小売部門については主として売価還元法による原価法によっておりましたが、当第1四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号　平成18年7月5日）が適用さ

れたことに伴い、卸売部門については主として総平均法による原価法(貸借対照表価額について収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法)、小売部門については主として売価還元法による原価法(貸借対照

表価額について収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)により算出しております。

　この変更による営業損失、経常損失へ与える影響は軽微でありますが、期首の棚卸資産に係る簿価切

下額を特別損失として計上していることから、税金等調整前四半期純損失が126百万円増加しておりま

す。

（2）リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以降開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表

から適用することができることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基

準等を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引にかかるリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存

価格を零とする定額法を採用しております。またリース取引開始日が、会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借に係る方法に準じた会計処

理を適用しております。

　この変更による損益に与える影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がな

いと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を一部省略し、前連結会計年度末

の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見

積り、簿価切下げを行う方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

該当事項はありません。

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社イエローハット(E02735)

四半期報告書

19/28



【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　たな卸資産の内訳
商品 9,192百万円
仕掛品 18　〃
原材料及び貯蔵品 165　〃
計 9,376　〃

 

※１　たな卸資産の内訳
商品 12,095百万円
仕掛品 29　〃
原材料及び貯蔵品 224　〃
計 12,350　〃

　２　偶発債務
　　　連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対
して、次の通り保証を行っております。

㈱アップル 492百万円

　２  偶発債務
　　　連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対
して、次の通
り保証を行っております。

㈱アップル 448百万円
荒尾シティプラン㈱  1,043　〃
計 1,491百万円

 
 

─────────────────
※３　担保に供している資産

建物及び構築物 909百万円
土地 2,195　〃
敷金 1,084　〃

（上記に対応する債務）
短期借入金 377百万円
長期借入金 240　〃

 
　４　当座貸越契約及び貸出コミットメントライン

提出会社は、運転資金の効率的な調達を行うため
取引銀行６社と当座貸越契約及び貸出コミットメン
トライン契約を締結しております。これら契約に基
づく当四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次
の通りであります。

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

10,000百万円

借入実行残高 ─　〃
差引額 10,000　〃

 

　４　当座貸越契約及び貸出コミットメントライン
提出会社は、運転資金の効率的な調達を行うため
取引銀行６社と当座貸越契約及び貸出コミットメン
トライン契約を締結しております。これら契約に基
づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次の通り
であります。

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

10,000百万円

借入実行残高 ─　〃
差引額 10,000　〃
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(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

賃借料 1,018百万円

給与手当 2,115　〃

賞与引当金繰入額 352　〃

減価償却費 377　〃

退職給付費用 183　〃

貸倒引当金繰入額 101　〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

　１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,098百万円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金

60　〃

現金及び現金同等物 4,038百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株)         24,961,573

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 610,563

　
　

３  新株予約権等に関する事項

      該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 194 8 平成20年３月31日 平成20年６月27日

　
  (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

      が当四半期連結会計期間の末日後となるもの　　

      該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

      該当事項はありません。
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(リース取引関係)

リース取引開始日が「リース取引に関する会計基準」適用以前の、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引について通常の賃貸借契約に係る方法に準じて処理を行なっておりますが、当第１四半期連結会

計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比して著しい変動がありません。

　

(有価証券関係)

　　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

　しい変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　　　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著

　　しい変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社イエローハット(E02735)

四半期報告書

23/28



(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

  当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

カー用品等
販売事業
(百万円)

賃貸
不動産事業
(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

19,395 495 19,891 ― 19,891

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ―

計 19,395 495 19,891 ─ 19,891

営業費用 20,481 344 20,826 ─ 20,826

営業利益又は
営業損失（△）

△1,085 151 △934 ― △934

(注) １　事業区分の方法　
事業区分は、商品等の種類とその市場を考慮し、カー用品等販売事業と賃貸不動産事業に区分しております。

　
２　各事業区分の主要商品等

事業区分 主要商品等

カー用品等販売
タイヤ・ホイール商品、オーディオ・ビジュアル商品、
洗車・オイル・ケミカル商品 他

賃貸不動産 不動産等の賃貸

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、ありません。

４　事業区分の変更

当第１四半期連結会計期間より㈱ホームセンターサンコーを連結から除外したため、ホームセンター事業は
ありません。

　

【所在地別セグメント情報】

  当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれ

も90％を超えている為、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

  当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

  当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

1,474.81円 1,501.58円

(注) 　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 35,913 36,628

普通株式に係る純資産額(百万円) 35,913 36,565

差額の主な内訳(百万円)　
　少数株主持分

 
─

 
63

普通株式の発行済株式数(千株) 24,961 24,961

普通株式の自己株式数(千株) 610 610

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

24,351 24,351

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日 
 至　平成20年6月30日)

１株当たり四半期純損失 44.46円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注) １.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.　１株当たり四半期純損失算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日 
 至　平成20年6月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 1,082

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 1,082

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 24,351

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２０年８月９日

株式会社イエローハット

取締役会　御中

　

監査法人　　保森会計事務所

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　矢　部　　豊　　　　印

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　大　東　幸　司　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社イエローハットの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期

間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イエローハット及び連結子会社の平

成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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